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議案第４９号

第１条　平成２９年度五島市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）　給水戸数

　（２）　年間総給水量

　（３）　一日平均給水量

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。　

　第１款　水道事業収益

　　第１項　営業収益

　　第２項　営業外収益

　　第３項　特別利益

　第１款　水道事業費用

　　第１項　営業費用

　　第２項　営業外費用

　　第３項　特別損失

　　第４項　予備費

平成２９年度五島市水道事業会計予算

　（総則）

収　　　入

支　　　出

１８，６００　戸

４，４４９，０００　㎥

１２，１８９　㎥

９６６，１４３　千円

７０７，３１２　千円

２５６，９９６　千円

１，８３５　千円

９３７，６７２　千円

８１４，３４１　千円

１１４，１０５　千円

６，２２６　千円

３，０００　千円
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３１４，０４４千円は、

　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８，２２４千円、過年度分損益勘定留保資金３０５，８２０千円で補塡するものと

　する。）。

　第１款　資本的収入

　　第１項　負担金

　　第２項　企業債

　　第３項　出資金

　　第４項　補助金

　第１款　資本的支出

　　第１項　企業債償還金

　　第２項　建設改良費

　　第３項　予備費

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 方 法 利 率限度額（千円）起 債 の 目 的

計

償 還 の 方 法
　借入時期から４０年以内（う

ち据置期間２５年以内）にお

いて元利均等又は元金均等

償還の方法による。

　ただし、本市企業財政の都

合により繰上償還をなし、又

は償還年限を短縮し、若しく

は低利債に借換えをすること

ができる。

（形態）

債券発行又は普通貸借

（借入先）

財務省、地方公共団体金融機構、損害保険会社地方債

引受団、銀行、会社、その他

（借入時期）

平成２９年度

ただし、工事その他の都合により、その全部又は一部

を翌年度に繰り延べ借入れすることができる。

年利６．０％以内

ただし、利率見直し方

式で借り入れる資金に

ついて、利率の見直し

を行った後においては、

当該見直し後の利率。

水道施設整備事業 50,000

50,000

収　　　入
１３２，１８６　千円

６０１　千円

５０，０００　千円

３０９，３４７　千円

１２１，８８３　千円

１５，０００　千円

８１，５６５　千円

２０　千円

４４６，２３０　千円
支　　　出
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　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。　

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。　　

　（１）　第１款水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用に係る予算額に過不足を生じた場合における項間の流用。

　　

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の

　金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（１）　職員給与費

　（２）　交際費

　（他会計からの補助金）

第９条　簡易水道統合分企業債償還利子等に対し一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１７，４６５千円である。

　（たな卸資産の購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、１０，９２８千円と定める。　

平成２９年３月７日提出

　五島市長   　野　口　市太郎

１００　千円

１７４，１３４　千円
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予 定 額

1 水道事業収益 966,143 

1 営業収益 707,312 

1 給水収益 705,246 

2 受託工事収益 1 

3 その他の営業収益 2,065 

2 営業外収益 256,996 

1 受取利息及び配当金 250 

2 他会計補助金 17,445 

3 長期前受金戻入 237,062 

4 雑収益 2,239 

3 特別利益 1,835 

1 固定資産売却益 1 

2 過年度損益修正益 1,834 

平成２９年度五島市水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出

収　　入

（単位：千円）

款 項 目 備 考
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予 定 額

1 水道事業費用 937,672 

1 営業費用 814,341 

1 原水及び浄水費 107,578 

2 配水及び給水費 133,312 

3 受託工事費 1 

4 総係費 106,375 

5 減価償却費 454,287 

6 資産減耗費 12,624 

7 その他営業費用 164 

2 営業外費用 114,105 

1 支払利息及び企業債取扱諸費 77,574 

2 消費税 34,600 

3 雑支出 1,931 

3 特別損失 6,226 

1 過年度損益修正損 50 

2 その他特別損失 6,176 

4 予備費 3,000 

1 予備費 3,000 

支　　出

（単位：千円）

款 項 目 備 考
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予 定 額

1 資本的収入 132,186 

1 負担金 601 

1 他会計負担金 600 

2 県負担金 1 

2 企業債 50,000 

1 企業債 50,000 

3 出資金 81,565 

1 他会計出資金 81,565 

4 補助金 20 

1 他会計補助金 20 

予 定 額

1 資本的支出 446,230 

1 企業債償還金 309,347 

1 企業債償還金 309,347 

2 建設改良費 121,883 

1 改良事業費 119,101 

2 固定資産購入費 2,782 

3 予備費 15,000 

1 予備費 15,000 

支　　出

（単位：千円）

款 項 目 備 考

資本的収入及び支出
収　　入

（単位：千円）

款 項 目 備 考
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（単位：円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 22,940,330

減価償却費 454,287,000

固定資産除却費 8,001,000

賞与引当金の増加・減少（△） 6,170,000

長期前受金戻入額 △ 237,062,000

受取利息及び受取配当金 △ 250,000

支払利息 77,574,000

未収金の増加（△）・減少 △ 6,937,920

貸倒引当金の増加・減少（△） 260,000

未払金の増加・減少（△） 12,645,370

たな卸資産の増加（△）・減少 267,481

その他資産負債の増減 265,900

338,161,161

利息及び配当金の受取額 250,000

利息の支払額 △ 77,574,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 260,837,161

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 128,577,861

県負担金収入 1,000

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 620,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 127,956,861

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 50,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 309,347,000

他会計からの出資による収入 81,565,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 177,782,000

４ 資金増加額（又は減少額） △ 44,901,700

５ 資金期首残高 726,757,845

６ 資金期末残高 681,856,145

平成２９年度五島市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

小計
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１　総括

特別職 一般職 報　　 酬 給　　 料 賃　　　金 手　　　当 計
（人） （人） 　(千円) 　(千円) 　(千円) 　(千円) 　(千円) 　(千円) 　(千円)

( 4 )
20 85,970 51,043 137,013 28,049 165,062

1 4,482 3,065 7,547 1,525 9,072
( 4 )

0 21 0 90,452 0 54,108 144,560 29,574 174,134
( 3 )
10 46,188 25,673 71,861 15,795 87,656

1 3,336 2,022 5,358 1,146 6,504
( 3 )

0 11 0 49,524 0 27,695 77,219 16,941 94,160
( 1 )

0 10 0 39,782 0 25,370 65,152 12,254 77,406
( 0 )

0 0 0 1,146 0 1,043 2,189 379 2,568
( 1 )

0 10 0 40,928 0 26,413 67,341 12,633 79,974
　注：（　）は任期付短時間勤務職員を外書き、《　》は再任用短時間勤務職員を外書き

扶養手当 通勤手当 特殊勤務 時  間 外 管 理 職 管理職特別 期末手当 勤勉手当 住居手当 賞与引当金
手      当 勤務手当 手　　 当 勤 務 手 当 繰 　入 　額

　(千円) 　　(千円) 　(千円) 　(千円) 　　(千円) 　　(千円) 　　(千円) 　　(千円) 　(千円) 　(千円)

本
年
度

損益勘定支弁職員

給 与 費 明 細 書

区　　　分
職　員　数      給     与     費

法定福利費 合　　  計

資本勘定支弁職員

　合　　　　　　計

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

　合　　　　　　計

　合　　　　　　計

8,211 4,909 894546 4,100

本　年　度 3,786 1,219

6,221

5,200 960 18,049 11,805 1,482 11,607

960

9,838 6,896 588 5,386比　　　較 1,932 673 0 1,100 0

手　当　の　内　訳

区　　　分

前　年　度 1,854
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２　給料及び手当の増減額の明細

実施時期（平均改定率）

新陳代謝等によるもの　     △ 2,678
会計間異動等によるもの 43,253
その他 △ 77
扶養手当 △ 54
期末手当 16
勤勉手当 480
昇給に伴う増加分 181
新陳代謝等によるもの　     △ 2,407
会計間異動等によるもの 26,252
その他 1,945

３　給料及び手当の状況
　（１）　 職員１人当たり給与

　（２）　初　任　給

区     分
増　 減　 額 増　減　事　由　別　内　訳

説　　　　　　明 備　考
　　　（千円） 　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

・平成28年4月（0.26％）

昇給に伴う増加分 373

その他の増減分 40,498

制度改正に伴う増減分 442

給　　　料 40,928

給与改定に伴う増減分 57

その他の増減分

26,413

25,971

手　　　当

区　　　　　　　　　　分 企業職（一）（事務・技術） 企業職（二）（その他）

平成２８年１２月１日　現在

　平均給料月額　（円） 335,530

　平均給与月額　（円） 363,257

　平 均 年 齢　 （歳．月） 45.2

平成２７年１２月１日　現在

　平均給料月額　（円） 339,503 306,250

　平均給与月額　（円） 363,181 328,050

　平 均 年 齢　 （歳．月） 44.8 40.5

区　　　分 企業職（一）　（円） 企業職（二）　（円）
一　般　会　計　の　制　度

一般行政職（円） 現業職（円）

高　校　卒 146,100 146,100 146,100 143,500

大　学　卒 178,200 178,200
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　（３）　級 別 職 員 数

　注：（　）は任期付短時間勤務職員を外書き、《　》は再任用短時間勤務職員を外書き

　　（級別の標準的な職務内容）

区      分
企　業　職（一） 企　業　職（二）

級 職 員 数（人） 構 成 比（％） 級 職 員 数（人） 構 成 比（％）

1 9.1 #DIV/0!

２  級 ２  級

１  級 ( 3 ) ( 100.0 ) １  級

0.0 #DIV/0!

３  級 ３  級3 27.3 #DIV/0!

４  級 5 45.4 #DIV/0!

1 9.1 #DIV/0!

５  級 1 9.1 #DIV/0!

平成２７年１２月１日現在

１  級 ( 3 ) ( 100.0 ) １  級

平成２８年１２月１日現在

２  級 ２  級

４  級

５  級

６  級

0.0 #DIV/0!

計 ( 3 ) ( 100.0 ) 計

７  級

1 11.1 0.0

11 100.0 0 #DIV/0!

0.0

0.0 2 100.0

３  級 ３  級1 11.1

６  級

100.0

5 55.6 0.0

1 11.1 0.0

1 11.1

計 ( 3 ) ( 100.0 ) 計9 100 2

７  級

６級 ７級区　　　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

局　　長 理　　事

企業職（二） 工 務 員
配　管　工

技 能 工

企業職（一） 事務職員 主　　事 主　　査
係　　長
主　　幹

次　　長

ポンプ運転員
工　務　員
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　（４）　昇給

（Ａ）  (人)

（Ｂ）  (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

５号給 (人)

６号給 (人)

７号給 (人)

８号給 (人)

（Ｂ）／（Ａ）  (％)

（Ａ）  (人)

（Ｂ）  (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

５号給 (人)

６号給 (人)

７号給 (人)

８号給 (人)

（Ｂ）／（Ａ）  (％)

区　　　　　　　　　　分 合　　計
代　表　的　な　職　種

企業職（一） 企業職（二）

本
　
　
年
　
　
度

職 員 数 21 21

昇給に係る職員数 17 17

号 給 数 別 内 訳
17 17

比 率 81.0 81.0

前
　
　
年
　
　
度

職 員 数 11 9 2

昇給に係る職員数 9 7 2

号 給 数 別 内 訳
9 7 2

比 率 81.8 77.8 100.0
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　（５）　特殊勤務手当

　（６）　期末手当・勤勉手当

　注：（　）は再任用職員の標準的な支給率

　（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　　分 全　職　種 企　業　職　（一） 企　業　職　（二）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 　（％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 　（％）

　（円）

（ 平 成 ２ ９ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り

平 均 支 給 月 額

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

2.025 2.175 4.200

区　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支　給　率　計 職制上の段階、職務の

備　　　　　考
６月（月分） １２月（月分） （月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

一般会計の制度
( 1.050 ) ( 1.200 ) ( 2.250 ) 

2.075 2.225 4.300

前　　年　　度
( 1.025 ) ( 1.175 ) ( 2.200 ) 

有

有
2.075 2.225 4.300

本　　年　　度
( 1.050 ) ( 1.200 ) ( 2.250 ) 

有

定年前早期退職特例措置
( 2％～20％加算)

その他の加算措置等 備　考
　　（月分） 　　（月分） 　　（月分） 　　（月分）

区   分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

支給率等 25.56 34.58 49.59 49.59

一般会計の制度
25.56 34.58 49.59 49.59

定年前早期退職特例措置
 (支給率等） ( 2％～20％加算)
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　（８）　その他の手当

区　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　 異　　の　　内　　容

扶　　　養　　　手　　　当 同　　　　　じ

通　　　勤　　　手　　　当 同　　　　　じ

地　　　域　　　手　　　当 同　　　　　じ

住　　　居　　　手　　　当 同　　　　　じ
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（単位：円）

１

(1) 給 水 収 益 652,975,812

(2) 受 託 工 事 収 益 925

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 2,051,369 655,028,106

２ 営　業　費　用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 102,437,554

(2) 配 水 及 び 給 水 費 131,612,823

(3) 受 託 工 事 費 1,000

(4) 総 係 費 104,275,053

(5) 減 価 償 却 費 454,287,000

(6) 資 産 減 耗 費 12,281,630

(7) そ の 他 営 業 費 用 164,000 805,059,060

　営　業　利　益 △ 150,030,954

３ 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 250,000

(2) 他 会 計 補 助 金 17,445,000

平成２９年度五島市水道事業予定損益計算書（税抜）
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

営　業　収　益
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(3) 長 期 前 受 金 戻 入 237,062,000

(4) 雑 収 益 2,236,142 256,993,142

４ 営 業 外 費 用

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 77,574,000

(2) 雑 支 出 1,962,863 79,536,863 177,456,279

　経　常　利　益 27,425,325

５ 特　別　利　益

(1) 固 定 資 産 売 却 益 925

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1,740,080 1,741,005

６ 特　別　損　失

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 50,000

(3) そ の 他 特 別 損 失 6,176,000 6,226,000 △ 4,484,995

22,940,330

256,213,102

0

279,153,432　当年度未処分利益剰余金

　当年度純利益

　前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額
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（単位：円）

1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 104,137,915

ロ 建 物 255,179,880

減 価 償 却 累 計 額 △ 78,582,203 176,597,677

ハ 構 築 物 11,293,400,792

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,310,014,925 6,983,385,867

ニ 機 械 及 び 装 置 1,434,699,758

減 価 償 却 累 計 額 △ 754,274,129 680,425,629

ホ 車 両 運 搬 具 11,926,330

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,839,034 2,087,296

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 30,041,800

減 価 償 却 累 計 額 △ 19,539,247 10,502,553

ト 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 7,957,136,937

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 120,300

ロ 水 利 権 4,315,794

ハ 施 設 利 用 権 11,570,335

無 形 固 定 資 産 合 計 16,006,429

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 1,200,000

投資その他の資産合計 1,200,000

固 定 資 産 合 計 7,974,343,366

平成２９年度五島市水道事業予定貸借対照表（税抜）
（平成３０年３月３１日）

資　産　の　部
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2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 681,856,145

(2) 未 収 金 20,907,105

貸 倒 引 当 金 △ 5,075,000 15,832,105

(3) 貯 蔵 品 4,188,066

(4) 前 払 金 60,000

流 動 資 産 合 計 701,936,316

資 産 合 計 8,676,279,682

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債
イ 建設改良費等の財源に充て

るための企業債 3,071,662,975

企 業 債 合 計 3,071,662,975

固 定 負 債 合 計 3,071,662,975

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債
イ 建設改良費等の財源に充て

るための企業債 312,888,000

企 業 債 合 計 312,888,000

(2) 未 払 金 13,686,960

(3) 未 払 消 費 税 13,495,700

(4) 前 受 金 0

(5) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 11,607,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 2,210,000

引 当 金 合 計 13,817,000

(6) 預 り 金 1,056,385

流 動 負 債 合 計 354,944,045

負　債　の　部
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5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 4,869,302,978

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,528,311,203

繰 延 収 益 合 計 3,340,991,775

負 債 合 計 6,767,598,795

6 資 本 金

(1) 資 本 金

イ 固 有 資 本 金 75,841,308

ロ 出 資 金 743,194,231

ハ 組 入 資 本 金 741,141,320

資 本 金 合 計 1,560,176,859 1,560,176,859

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 22,985,596

ロ 補 助 金 3,365,000

資 本 剰 余 金 合 計 26,350,596

(2) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 43,000,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 279,153,432

利 益 剰 余 金 合 計 322,153,432

剰 余 金 合 計 348,504,028

資 本 合 計 1,908,680,887

負 債 資 本 合 計 8,676,279,682

資　本　の　部
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（単位：円）

１

(1) 給 水 収 益 508,820,370

(2) 受 託 工 事 収 益 925

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 4,105,295 512,926,590

２ 営　業　費　用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 64,692,302

(2) 配 水 及 び 給 水 費 81,346,561

(3) 受 託 工 事 費 0

(4) 総 係 費 67,334,267

(5) 減 価 償 却 費 280,332,000

(6) 資 産 減 耗 費 4,000,000

(7) そ の 他 営 業 費 用 2,440,000 500,145,130

　営　業　利　益 12,781,460

３ 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 310,684

(2) 他 会 計 補 助 金 8,102,000

平成２８年度五島市水道事業予定損益計算書（税抜）
（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

営　業　収　益
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(3) 長 期 前 受 金 戻 入 90,167,000

(4) 雑 収 益 2,279,982 100,859,666

４ 営 業 外 費 用

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 68,671,000

(2) 雑 支 出 1,846,226 70,517,226 30,342,440

　経　常　利　益 43,123,900

５ 特　別　利　益

(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 925 925

６ 特　別　損　失

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 111,593

(3) そ の 他 特 別 損 失 0 111,593 △ 110,668

43,013,232

256,199,870

58,400,000

357,613,102　当年度未処分利益剰余金

　当年度純利益

　前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額
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（単位：円）

1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 103,002,533

ロ 建 物 225,129,762

減 価 償 却 累 計 額 △ 69,686,888 155,442,874

ハ 構 築 物 8,549,436,432

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,999,945,145 4,549,491,287

ニ 機 械 及 び 装 置 1,305,480,308

減 価 償 却 累 計 額 △ 737,599,280 567,881,028

ホ 車 両 運 搬 具 11,850,530

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,131,074 2,719,456

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 26,526,034

減 価 償 却 累 計 額 △ 15,476,151 11,049,883

ト 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 5,389,587,061

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 120,300

ロ 水 利 権 5,179,794

ハ 施 設 利 用 権 11,864,335

無 形 固 定 資 産 合 計 17,164,429

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 1,200,000

投資その他の資産合計 1,200,000

固 定 資 産 合 計 5,407,951,490

平成２８年度五島市水道事業予定貸借対照表（税抜）
（平成２９年３月３１日）

資　産　の　部
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2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 726,757,845

(2) 未 収 金 13,969,185

貸 倒 引 当 金 △ 4,815,000 9,154,185

(3) 貯 蔵 品 4,189,647

(4) 前 払 金 60,000

流 動 資 産 合 計 740,161,677

資 産 合 計 6,148,113,167

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債
イ 建設改良費等の財源に充て

るための企業債 2,619,883,915

企 業 債 合 計 2,619,883,915

固 定 負 債 合 計 2,619,883,915

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債
イ 建設改良費等の財源に充て

るための企業債 203,150,358

企 業 債 合 計 203,150,358

(2) 未 払 金 9,371,540

(3) 未 払 消 費 税 5,094,300

(4) 前 受 金 0

(5) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 6,221,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,173,000

引 当 金 合 計 7,394,000

(6) 預 り 金 1,056,385

流 動 負 債 合 計 226,066,583

負　債　の　部
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5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 2,790,371,697

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,291,249,203

繰 延 収 益 合 計 1,499,122,494

負 債 合 計 4,345,072,992

6 資 本 金

(1) 資 本 金

イ 固 有 資 本 金 75,841,308

ロ 出 資 金 661,629,231

ハ 組 入 資 本 金 682,741,320

資 本 金 合 計 1,420,211,859 1,420,211,859

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 21,850,214

ロ 補 助 金 3,365,000

資 本 剰 余 金 合 計 25,215,214

(2) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 当年度未処分利益剰余金 357,613,102

利 益 剰 余 金 合 計 357,613,102

剰 余 金 合 計 382,828,316

資 本 合 計 1,803,040,175

負 債 資 本 合 計 6,148,113,167

資　本　の　部
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　地方公営企業は、財務諸表を作成するに当たり、財政状態及び経営成績を正確に示すために適切な会計処理の基準及び手続きを採用しな

ければなりません。しかし、その会計処理の基準及び手続きは、当該地方公営企業の置かれた環境、業種又はその固有の事情に基づき採用

されている可能性があり、すべての地方公営企業において同一ではありません。財務諸表を利用して財政状況等を比較判断する場合、この 

基準及び手続きの違いが適切な処理を困難にする可能性があります。 

　そのため、地方公営企業法施行規則第３５条の規定により、財務諸表を作成するに当たり採用した会計処理の基準及び手続きを注記に関

する事項として開示します。

Ⅰ．重要な会計方針

平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１　固定資産の減価償却の方法

(1)　有形固定資産

・減価償却の方法は定額法による。

(2)　無形固定資産

・減価償却の方法は定額法による。

２　引当金の計上方法

(1)　退職給付引当金

　退職給付の支給に関する事務を共同処理する一部事務組合へ毎事業年度支払う一定の負担金（普通負担金及び特別負担金）のみ

を水道事業会計が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用負担（収支差額の調整のために支払う負担金、組

合脱退時の清算金等）を全て一般会計が負担することとしているので、将来水道事業会計には新たな費用が発生しないこととなる

ため、退職給付引当金は計上していない。

(2)　賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から

３月までの４ヶ月分）を計上している。

平 成 ２ ９ 年 度 予 定 財 務 諸 表 に 対 す る 注 記
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(3)　法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属

する額を計上している。

(4)　貸倒引当金

　債務者の死亡、破産、所在不明等により回収が不能となることが想定される債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能

見込額を計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が

負担すると見込まれる額は657,135,699円である。

２　引当金の取崩し

(1)　賞与引当金の取崩し

　当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金6,221,000円を取り崩す予定である。

(2)　法定福利費引当金の取崩し

　当年度において、期末手当及び勤勉手当に対応して発生する法定福利費を支出するため、法定福利費引当金1,173,000円を取り

崩す予定である。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

１　リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第５５条第２項の規定により、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっている。
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（単位：千円）

予 定 額

1 水道事業収益 966,143

1 営業収益 707,312

1 給水収益 705,246

10 水道使用料 705,246 一般用 699,698

臨時用 1,301

船舶用 4,247

2 受託工事収益 1

10 給水工事収益 1 受託工事収益

3 その他の営業収益 2,065

10 一般会計負担金 380 消火栓維持補修費負担金

20 手数料 1,501 設計審査及び検査手数料 1,500

その他手数料 1

30 材料売却収益 177 簡易水道事業等への材料売却収益

40 雑収益 7 穿孔機貸付料

2 営業外収益 256,996

1 受取利息及び配当金 250

10 預金利息 250 定期預金利息

2 他会計補助金 17,445

10 一般会計補助金 17,445 簡易水道統合分企業債償還利子補助金 15,677

児童手当給付費補助金 1,768

3 長期前受金戻入 237,062

10 負担金長期前受金戻入 6,365 減価償却見合いの額の収益化

20 補助金長期前受金戻入 32,736 減価償却見合いの額の収益化

30 受贈財産評価額長期前受金戻入 197,961 減価償却見合いの額の収益化

4 雑収益 2,239

10 不用品売却収益 442 不用メーター

20 その他の雑収益 1,797 水道メーター取替による引上げ

3 特別利益 1,835

1 固定資産売却益 1

10 固定資産売却益 1

2 過年度損益修正益 1,834

10 料金 1,834 過年度分水道使用料金

平成２９年度五島市水道事業会計予算実施計画明細書
収益的収入及び支出

収　　入

款 項 目 節 予 定 額 の 明 細
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（単位：千円）

予 定 額

1 水道事業費用 937,672

1 営業費用 814,341

1 原水及び浄水費 107,578

10 給料 18,126 一般職給４人

20 手当 7,624 扶養手当 786

通勤手当 278

時間外勤務手当 1,200

期末手当 3,079

勤勉手当 1,957

住居手当 324

25 賞与引当金繰入額 2,389 賞与引当金の計上

40 賃金 4,114 洗砂、すき取り等作業員賃金

50 法定福利費 5,656 共済組合負担金 5,557

災害補償負担金 26

労働保険料 25

傷害補償保険料 48

55 法定福利費引当金繰入額 463 法定福利費引当金の計上

90 被服費 137 作業着等

100 備消耗品費 869 施設維持管理用備消耗品費

110 燃料費 43 維持補修機械燃料費

120 光熱水費 1,108 施設管理棟電灯料

140 通信運搬費 2,475 回線専用料及び電話料

150 委託料 11,650 電気施設保安管理業務委託料 557

水質検査業務委託料 3,102

浄化槽管理業務委託料 54

施設管理業務委託料 7,937

160 手数料 512 水質臨時検査手数料等

170 賃借料 1,020 建設機械借上料等

180 修繕費 8,434 施設維持修繕費

支　　出

款 項 目 節 予 定 額 の 明 細
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（単位：千円）

予 定 額

190 路面復旧費 1

200 動力費 34,471 取水用電力料

210 薬品費 4,130 滅菌用液体塩素等

220 材料費 4,355 施設維持修繕用材料費

230 補償金 1

2 配水及び給水費 133,312

10 給料 33,232 一般職給８人

20 手当 13,720 扶養手当 936

通勤手当 407

時間外勤務手当 2,000

管理職手当 360

期末手当 5,450

勤勉手当 3,464

住居手当 588

児童手当 515

25 賞与引当金繰入額 4,228 賞与引当金の計上

40 賃金 50 作業員

50 法定福利費 9,559 共済組合負担金 9,474

災害補償負担金 78

労働保険料 1

傷害補償保険料 6

55 法定福利費引当金繰入額 814 法定福利費引当金の計上

90 被服費 200 作業着等

100 備消耗品費 723 施設維持管理用備消耗品費

110 燃料費 1,333 公用車等燃料費

120 光熱水費 546 施設管理棟電灯料

140 通信運搬費 2,058 回線専用料及び電話料等

150 委託料 19,408 毎日水質検査委託料 1,638

水質検査業務委託料 6,392

款 項 目 節 予 定 額 の 明 細
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（単位：千円）

予 定 額

メーター取替業務委託料 4,584

産業廃棄物処理委託料 200

漏水調査業務委託料 6,558

施設管理業務委託料 36

160 手数料 392 水質臨時検査手数料等

170 賃借料 423 建設機械借上料等

180 修繕費 23,434 メーター取替 7,151

配水施設等修繕費 16,283

190 路面復旧費 4,068 配水管等修理跡復旧費

200 動力費 15,726 配水用電力料

210 薬品費 231 水質検査試薬

220 材料費 3,166 配水施設等修繕用材料

230 補償金 1

3 受託工事費 1

220 材料費 1 給水装置工事用材料費

4 総係費 106,375

10 給料 34,612 一般職給８人、任期付短時間勤務職員４人

20 手当 15,517 扶養手当 1,632

通勤手当 534

時間外勤務手当 1,500

管理職手当 600

期末手当 5,632

勤勉手当 3,579

住居手当 570

児童手当 1,470

25 賞与引当金繰入額 4,370 賞与引当金の計上

50 法定福利費 9,924 共済組合負担金 8,283

災害補償負担金 62

社会保険料 1,484

款 項 目 節 予 定 額 の 明 細
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（単位：千円）

予 定 額

傷害補償保険料 95

55 法定福利費引当金繰入額 813 法定福利費引当金の計上

60 旅費 899 普通旅費

90 被服費 28 作業着等

100 備消耗品費 1,885 事務用備消耗品費

110 燃料費 65 公用車燃料費

130 印刷製本費 3,320 水道使用料金納付書等印刷費

140 通信運搬費 3,116 電話料 108

郵便料 2,998

小荷物送料 10

150 委託料 14,841 検針委託料 12,643

企業会計システム保守業務委託料 1,802

給水装置修理業務委託料 396

160 手数料 2,103 口座振替等手数料

180 修繕費 137 公用車等修繕費

240 負担金 12,633 退職手当事業負担金 11,192

水道料金システム保守負担金 1,202

日本水道協会負担金 126

日本水道協会九州地方支部負担金 32

土木設計積算システム連絡協議会負担金 7

五島地区安全運転管理協議会負担金 6

五島地区自家用自動車協会負担金 8

諸会議出席負担金 60

250 食糧費 100

260 厚生費 20 救急薬品等

270 保険料 1,534 自賠責保険料 79

損害共済分担金 300

日本水道協会保険料 1,155

280 交際費 100

款 項 目 節 予 定 額 の 明 細
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（単位：千円）

予 定 額

290 公課費 98 自動車重量税

600 貸倒引当金繰入額 260 貸倒引当金の計上

5 減価償却費 454,287

300 有形固定資産減価償却費 453,129

310 無形固定資産減価償却費 1,158

6 資産減耗費 12,624

320 固定資産減耗費 1

330 たな卸資産減耗費 1

340 固定資産除却費 12,622 配水管布設替等に伴う除却費

7 その他営業費用 164

350 材料売却原価 164 簡易水道事業等への出庫材料原価

2 営業外費用 114,105

1 支払利息及び企業債取 77,574

扱諸費 360 企業債利息 77,573

370 一時借入金利息 1

2 消費税 34,600

380 消費税 34,600

3 雑支出 1,931

390 不用品売却原価 1,906 不用メーター

400 その他雑支出 25 控除対象外消費税等

3 特別損失 6,226

1 過年度損益修正損 50

420 料金 50 過年度分水道使用料金

2 その他特別損失 6,176

20 手当 6,175 簡水統合による前年度発生分の手当等

790 その他特別損失 1

4 予備費 3,000

1 予備費 3,000

520 予備費 3,000

款 項 目 節 予 定 額 の 明 細
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（単位：千円）

予 定 額

1 資本的収入 132,186

1 負担金 601

1 他会計負担金 600

10 一般会計負担金 600 消火栓新設負担金

2 県負担金 1

10 県負担金 1

2 企業債 50,000

1 企業債 50,000

10 企業債 50,000 水道施設整備事業

3 出資金 81,565

1 他会計出資金 81,565

10 一般会計出資金 81,565 簡易水道統合分企業債償還元金

4 補助金 20

1 他会計補助金 20

10 一般会計補助金 20 児童手当給付費補助金

（単位：千円）

予 定 額

1 資本的支出 446,230

1 企業債償還金 309,347

1 企業債償還金 309,347

440 元金償還金 309,347

支　　出

款 項 目 節 予 定 額 の 明 細

資本的収入及び支出
収　　入

款 項 目 節 予 定 額 の 明 細
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（単位：千円）

予 定 額

2 建設改良費 121,883

1 改良事業費 119,101

10 給料 4,482 一般職給１人

20 手当 2,465 扶養手当 432

時間外勤務手当 500

期末手当 915

勤勉手当 598

児童手当 20

25 賞与引当金繰入額 620 賞与引当金の計上

50 法定福利費 1,405 共済組合負担金 1,395

災害補償負担金 10

55 法定福利費引当金繰入額 120 法定福利費引当金の計上

90 被服費 6 作業着等

220 材料費 500 工事用材料費

450 工事費 103,568

460 調査費 5,467

470 事務費 468

2 固定資産購入費 2,782

480 補償費 1

490 量水器費 960 メーター新設費

500 用地費 1

510 固定資産購入費 1,820 ポンプ他

3 予備費 15,000

1 予備費 15,000

530 予備費 15,000

款 項 目 節 予 定 額 の 明 細
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